
7 安心して生活できる住まいづくりを進める

区営住宅の状況 平成26年度

住　　宅　　名 戸　　数
平 和 台 三 丁 目 ア パ ー ト
平 和 台 三 丁 目 第 二 ア パ ー ト
東 大 泉 一 丁 目 ア パ ー ト
桜 台 六 丁 目 ア パ ー ト
高 野 台 四 丁 目 ア パ ー ト
豊 玉 南 三 丁 目 ア パ ー ト
上石神井一丁目第二アパート
早 宮 三 丁 目 第 三 ア パ ー ト
高 野 台 三 丁 目 ア パ ー ト
豊 玉 北 一 丁 目 ア パ ー ト
北 町 五 丁 目 ア パ ー ト
北 町 五 丁 目 第 二 ア パ ー ト
関 町 北 二 丁 目 ア パ ー ト
下 石 神 井 二 丁 目 ア パ ー ト
小 竹 町 二 丁 目 ア パ ー ト
東 大 泉 二 丁 目 ア パ ー ト
東 大 泉 二 丁 目 第 二 ア パ ー ト
下 石 神 井 四 丁 目 ア パ ー ト
石 神 井 台 三 丁 目 ア パ ー ト
豊 玉 北 六 丁 目 ア パ ー ト
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区営住宅応募状況 
［募集月：5月］ 平成26年度

区　　分 募集戸数 応募数 倍　率
一 般 世 帯 向 け
ひとり親（母子・父子）世帯向け
若年ファミリー向け

12戸
5戸
5戸

302人
46人
26人

25.2倍
9.2倍
5.2倍 1　区営住宅の入居機会の確保策の展開

2　民間による高齢期の住まいづくりの促進
3　分譲マンション支援体制の構築
4　みどり豊かな環境にやさしい住まいづくり誘導
の仕組みづくり

5　地域発意のまちづくり活動の促進
6　使える・頼れる、住まいの相談窓口の充実
7　住まいのつくり手ネットワークの構築

〔マスタープランに位置づけられた7つの重要事業〕
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るす営運・理管を宅住貸賃共公）1（  

●区が管理する住宅
　区営住宅は、都営住宅として建設されたもののうち一
定年数が経過した小規模の団地（おおむね100戸程度ま
で）の中で、都との協議の結果、区に移管されたもので
あり、毎年5月に入居者の募集を行っている。
　現在、区が設置・管理する区営住宅は、20団地793戸
である。このほかに、区立高齢者集合住宅4団地140戸
がある。

●他の公共住宅
　都や事業者等が管理する区内公共賃貸住宅は、都営住
宅12,441戸、独立行政法人都市再生機構住宅5,990戸、
東京都住宅供給公社住宅1,567戸、都民住宅2,766戸の計
22,764戸（平成27年3月末管理戸数）である。
　このうち、都営住宅については、都公募分とは別に、
区民を対象とした地元割当分があり、区が入居者の募集
を行っている。

るす援支をりくづいま住な質良）2（  

●第3次練馬区住宅マスタープラン
　区では、住まいづくりにかかわる施策展開の基本的な
方針として、平成5年度に第1次となる「練馬区住宅マ
スタープラン」を、13年度には「第2次練馬区住宅マス
タープラン」を策定し、区の現状や区民の意向、社会・
経済情勢の変化を見据えた住まいづくりの施策展開を
図ってきた。
　しかし、この間、社会・経済情勢の変化や安全・安心
への関心の高まりや、低炭素社会、循環型社会の形成、
少子高齢化の急速な進行など、住まいをめぐる様々な問
題が顕在化してきた。国や都においては、これまでの
「住宅の量の確保」から生活環境を含めた「住まいの質
の向上」に向け、大きく施策の転換が図られた。
　このような背景のもと、10年後の練馬区を見据えた
住宅施策の指針となる「第3次練馬区住宅マスタープ
ラン」を22年10月に策定した。策定にあたっては、有
識者や公募区民からなる「策定懇談会」を設置すると
ともに、住宅施策に関する「区民意識意向調査」を行
い、区民の安定した住まいを確保するという視点に立
ち、総合的な住宅施策や重要事業等について明らかに
している。

都営住宅地元割当応募状況 平成26年度

区　　分募集月 募集戸数 応募数 倍　率
1 ～ 2 人5月 1戸 413人 413.0倍

11月 2戸 264人 132.0倍
3 人以上 1戸 238人 238.0倍
2 人以上 1戸 215人 215.0倍

家族向け

練馬区の住宅状況

総数
持家総数区分

住宅数
世帯数
世帯人員

342,170
344,990
708,520

152,960
155,040
376,500

166,270
166,910
295,600

12,170
－

7,880
－
137,890

－
8,320
－

公営の
借家

公団・
公社の
借家

社宅・
官舎

民営
借家

平成25年10月1日現在

借　家

区　　分

342,170
338,710

3,450

8,690
148,820

154,500

30,100
60

総  数 昭和55年以前

63,830

1,190

3,800
33,590

24,460

3,170
－

昭和56年～
平成25年9月

224,970

1,380

2,370
85,450

118,760

19,720
30

注 ：住宅総数は、居住世帯のある住宅数であり、所有関係
　　　不詳を含む。

）局計統省務総（」告報査調計統地土・宅住年52成平「：料資

住宅総数

住宅の種類
専用住宅
店舗その他
の併用住宅

木造
防火木造
鉄筋・鉄骨
コンクリート造
鉄骨造
その他

構　造

実施時期 参加マンション数 主なテーマ

6月

10月

27年1月

参加者数

30人

23人

15人

26マンション

17マンション

13マンション

マンション管理会社の仕事ほか

大規模修繕の流れほか

管理規約の変更等のポイントほか

平成26年度
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●住宅の状況
　平成25年の住宅・土地統計調査によると住宅の所有
別で、持家は約45％、借家は約49％であり借家の83％
が民営借家となっている。

　また、建築基準法による新耐震基準が施行された昭和
56年より前の住宅については下記のとおりである。

●分譲マンションに関する支援事業 
　マンション管理組合や区分所有者を対象に、必要な情
報提供と相談体制の充実を図るため、セミナー方式によ

管理・運営無料相談」を行っている。また、平成26年度
から分譲マンションアドバイザー制度利用助成を開始し
た。

・分譲マンション管理・運営相談事業
　毎月第一・第三木曜日の午後に20回開催し、36件の
相談を受けた。
●住宅修築資金の融資あっせん
　一般住宅に対しては、住宅修築資金融資あっせんを
行っており、平成26年度の総貸付件数は12件、利子補

給金額は226,564円であった。
●住宅改修支援事業
　住宅改修事業として①住宅改修事業者の情報提供（区
内の事業者9団体107事業者）②リフォームローン優遇
適用金融機関の紹介（区内の10金融機関40支店他）を
一覧にしてホームページで情報提供を行っている。
●住宅施策ガイド
　住宅に関する各種の公共賃貸住宅制度や助成制度等の
ガイドブックを作成し、ホームページで情報提供を行っ
ている。
●長期優良住宅の認定
　長期優良住宅の普及の促進に関する法律が平成21年6
月から施行された。長期優良住宅とは、住宅の構造およ
び設備について長期にわたり良好な状態で使用するため
の措置を講じられた住宅をいう。長期優良住宅の認定を
受けた住宅は所得税等の税制上の優遇を受けることがで
きる。26年度の申請は686件であった。
●優良宅地、優良住宅の認定審査
　土地譲渡益に対し重課税を行う税制改正が昭和48年
度に行われた。この改正が土地の供給を阻害しないよ
う、優良な土地または住宅である旨の認定を行い、重課
税の適用を免除している。平成26年度は、優良宅地の
認定件数は0件、優良住宅の認定件数は0件であった。

 （3）   だれもが安心して暮らせる住まいづくりを
促進する

●高齢者優良居室提供事業
　民間賃貸住宅の居室を登録し、住宅に困っている高齢
者世帯に当該居室を提供している。平成26年度は、登
録居室数71居室のうち、13世帯が新規入居した。現在
は64世帯が入居している。
●高齢者集合住宅（シルバーピア）
　住宅に困っているひとりぐらしの高齢者、または高齢
者のみの世帯を対象に、住宅を提供している。
　高齢者集合住宅では、緊急通報システムや生活協力員
による安否確認を行っている。
●区立高齢者集合住宅
　区立高齢者集合住宅は、都営住宅シルバーピアに準じ
た設備を備えている民間住宅を区が一定期間借り上げ、
管理・運営している住宅であり、毎年11月に入居者の
募集を行っている。
　現在、4団地140戸を管理している。
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者世帯に当該居室を提供している。平成26年度は、登
録居室数71居室のうち、13世帯が新規入居した。現在
は64世帯が入居している。
●高齢者集合住宅（シルバーピア）
　住宅に困っているひとりぐらしの高齢者、または高齢
者のみの世帯を対象に、住宅を提供している。
　高齢者集合住宅では、緊急通報システムや生活協力員
による安否確認を行っている。
●区立高齢者集合住宅
　区立高齢者集合住宅は、都営住宅シルバーピアに準じ
た設備を備えている民間住宅を区が一定期間借り上げ、
管理・運営している住宅であり、毎年11月に入居者の
募集を行っている。
　現在、4団地140戸を管理している。



区立高齢者集合住宅応募状況
〔募集月：11月〕

募集戸数区　分 応募数 倍　率
4戸
1戸

単 身 者 向 け
二 人 世 帯 向 け

184人
64人

46.0倍
64.0倍

平成26年度

区立高齢者集合住宅の状況

住　宅　名 戸　数
羽 　 沢 高 齢 者 集 合 住 宅
土 支 田 高 齢 者 集 合 住 宅
豊 　 玉 高 齢 者 集 合 住 宅
高 　 松 高 齢 者 集 合 住 宅

50
47
19
24

平成26年度

都営住宅シルバーピア地元割当応募状況

募集月 募集戸数区　分 応募数 倍　率

3戸 170人 56.7倍
27年2月 1戸単身者向け 247人 247.0倍

1戸二人世帯向け

二人世帯向け

113人 113.0倍

平成26年度

UR シルバー住宅の状況

住 　 宅 　 名 戸　　数
光 が 丘 18
石 神 井 21
にしき平和台 18

平成26年度

都営住宅シルバーピアの状況

住 　 宅 　 名 戸　　数
大 泉 学 園 町 20
東 　 大 　 泉 27
練 　 　 　 馬 23
谷 　 　 　 原 20
中 　 村 　 北 24
関 　 町 　 南 26
豊 　 玉 　 中 26
関 　 町 　 北 26
石 神 井 町 26
平 和 台 26

平成26年度
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●他の高齢者向け公共住宅
　他の高齢者向け公共住宅として、都営住宅シルバーピ
アとUR（独立行政法人都市再生機構）シルバー住宅が
ある。
　都営住宅シルバーピアについては、通常の都営住宅と
同様に、都公募分のほかに区民を対象とした地元割当分
について、区が入居者の募集を行っている。
　URシルバー住宅については、独立行政法人都市再生
機構が独自に募集を行っている。

8月 2戸単身者向け 425人 212.5倍

練馬区長期計画（平成22年度～26年度）　施策別成果指標実績値一覧
●この表は、長期計画で定めた各施策に記載した成果指標について、26年度末現在の実績値を記載したもの。

政 策・施 策 指　　標 20年度実績 26年度実績 26年度目標

41　みどり豊かなまちをつくる

42　環境への負荷を低減し、持続可能な社会をつくる

44　地域特性に合ったまちづくりを進める

45　災害に強く生活しやすいまちをつくる

46　良好な交通環境をつくる

47　安心して生活できる住まいづくりを進める

43　良好な地域環境をつくる

411

422

424

ふるさとのみどりを保全し、
新たなみどりをつくる

市民緑地（憩いの森・街かどの森）の年間新規開設面積

まちづくりで環境に配慮する

2,728m2 1,551m2 3,700m2

412 みどりを愛しはぐくむ
活動を広げる

431 二酸化窒素および浮遊粒子状物質が環境基準に適合している
測定か所数

13か所 13か所 13か所公害問題の解決を図り、地域
環境の保全・改善を推進する

441 練馬区まちづくり条例における開発調整の手続が順調に進め
られた件数の割合

96% 97% 100%区民・事業者とともにまちづくりを
進める

472 マンション管理セミナーおよび分譲マンション管理運営無
料相談への参加人数

129人 104人 160人良質な住まいづくりを支援する

473 高齢者のための設備がある住宅の割合

31.0%
（15年度）
39.8%

（20年度）

50.0%44.1%
だれもが安心して暮らせる
住まいづくりを促進する

みどりのボランティア活動がされている公園等の数 40か所 55か所 58か所

421 区民・事業者による身近なところ
からの地球温暖化防止を促進する

練馬区の温室効果ガスの年間総排出量（CO2換算） 191万7千t
（18年度）225万7千t 185万7千t

423 区が率先して地球温暖化に取
り組む

区の事務事業に伴う温室効果ガス排出量（CO2） 42,173t 43,275t
21年度を基
準として概
ね4%削減

環境影響評価手続における区民周知の実施度合

区民一人1日当たりのごみの排出量ごみの発生を抑制する

100% 100%100%

582g 517g※1508g
425 集団回収登録団体数リサイクルを進める 346団体 490団体557団体
426 可燃ごみの中に可燃ごみ以外のものが混入している割合ごみの適正処理を進める 28% 20%22.5%

432 環境美化推進地区および環境美化活動団体の登録世帯数まちの美化を進める 107,808世帯 160,000世帯119,030世帯

442 地区計画等により用途地域等を変更した地区（累計）土地利用を計画的に誘導する 1か所 7か所5か所
443 景観まちづくりを進めている地区数（累計）調和のとれた都市景観を形成する 着手 拡大2地区

451 まちづくり計画を策定した地区良好な市街地を形成する 34地区 57地区45地区
452 計画的なまちづくりを進めている駅周辺地区数まちの拠点機能を向上させる 10地区 15地区13地区
453 密集住宅市街地整備促進事業による道路・公園等の整備面積（累計）災害に強いまちをつくる 29,118m2 増加※239,114m2

462 区内の都市計画道路の完成率道路交通ネットワークを整備する 48% 55%50%

471 定期使用（5年～10年）住戸数公共賃貸住宅を管理・運用する 18戸 42戸35戸

463 区道歩道延長距離快適な道路環境を整備する 121.9km 128.6km123.9km

454 協議物件のアプローチの整備率だれもが利用しやすいまちをつくる 72% 80%76%

461 みどりバス（コミュニティバス）の乗車人数（1便当たり平均）公共交通を充実する 18人 24人20人

※1「練馬区第3次一般廃棄物処理基本計画」策定に合わせて目標値を見直した。
※2「長期計画・後期実施計画」策定に合わせて目標値を見直した。
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